
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構の役職員の報酬・給与等について

国家公務員の給与の臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与
の見直しに関連して、次の措置を講ずることとした。

・ 平成２４年５月から平成２６年３月の期間、基本給月額を９．７７％減額
・ 平成２４年５月から平成２６年３月の期間、都市手当及び広域移動手当

を１０％、期末手当及び勤勉手当を９．７７％減額

法人の長である機構長は、機構を代表し、その業務を総理するとともに、機構の所属職員を統
括する職務及び権限を有しており、報酬水準については、法人化前に適用されていた国家公務
員指定職俸給表を準用して決定している。

また、勤勉手当の額については、その成績率を、国立大学法人評価委員会が行う業績評価
の結果、及び各役員の在職期間における実績等を総合的に勘案し、国家公務員の例に準じて
１００分の７２．５以上１００分の７７．５以下の割合の範囲内において定めるものとしており、報酬水
準は妥当と考える。

大学共同利用法人情報・システム研究機構は、極域科学、情報学、統計数理、遺伝学につい
ての国際水準の総合研究を推進する中核的研究機関を設置運営するとともに21世紀の重要な
課題である生命、地球、自然環境、人間社会などの複雑な現象に関する問題を情報とシステム
という視点から捉え直すことによって、分野の枠を越えて融合的な研究を行うことを目指し、機構
長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、情報・システム研究機構長は、職員数約４００名の法人の代表として、その業務
を総理するとともに、所属職員を統督して、経営責任者の職務を担っている。
情報・システム研究機構では、機構長の報酬月額を指定職５号俸相当として定めているが、指定
職５号俸が適用される官職である機構・研究所の長は当法人と職務内容・職責が近い。
こうした職務内容の特性や他法人の長との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられ
る。

【主務大臣の検証結果】
職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職との比較などを考慮すると、法人の長の報酬

水準は妥当であると考える。

該当者なし

改定なし

国家公務員の給与の臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与
の見直しに関連して、次の措置を講ずることとした。

・ 平成２４年５月から平成２６年３月の期間、基本給月額を９．７７％減額
・ 平成２４年５月から平成２６年３月の期間、都市手当及び広域移動手当

を１０％、期末手当及び勤勉手当を９．７７％減額

国家公務員の給与の臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与
の見直しに関連して、次の措置を講ずることとした。

・ 平成２５年４月から平成２６年３月の期間、日額を９．７７％減額
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２　役員の報酬等の支給状況

平成２５年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

1,917 （都市手当）

240 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,530 （都市手当）

297 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,362 （都市手当）

430 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

451 （都市手当）

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
     退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
     独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）　

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄の括弧の期間）を

0 0

法人での在職期間

注２：「都市手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に

※D理事
（非常勤） 1,429

1,200

996 996

0

1,429

※

4,363
法人の長

17,176

B理事

4月1日
3,352

監事

法人の長

     支給されているものである。

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致
     しない。

3,618

摘　　要

12,833

1,200

0

10,654

3,970

14,441 9,030

A理事

C理事

15,673 9,874

9,030

0

前職

A監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

※

B監事
（非常勤）

もって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

注：理事については、役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載するとともに、

0

理事
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１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２５年度における給与制度の主な改正点

Ⅱ 職員給与について

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容
基本給
（昇格）

　従事する職務に応じ、かつ、総合的な能力の評価により上位の級に昇格させること
ができる。

基本給
（昇給）

　昇給日（毎年１月１日）前１年間における勤務成績に応じて上位の号に昇給させる
ことができる。

賞与：勤勉手当
（査定分）

　基準日（６月１日及び１２月１日）以前６箇月以内の期間における勤務成績に応じて
決定される支給割合（成績率）に基づき支給する。

業務運営の簡素化、合理化、効率化及び情報化を推進し、業務量に応じた適正な人員配

置を行うとともに、適正な人件費の管理に努める。

職員の給与は、国からの運営費交付金によることから、国家公務員の給与水準を十分考慮

し、国民の理解が得られるよう、国家公務員の例に準じて決定している。

昇格、昇給の実施及び勤勉手当の成績率の決定にあたっては、職員の勤務成績等を考慮

することとしている。

平成２５年４月１日から、次のとおり改正した。
・ 平成２５年４月にかけて平成１８年の給与構造改革に伴う経過措置額が解消

されることに伴って生ずる制度改正原資を用いて、これまで抑制してきた昇給
号俸を３１歳以上３９歳未満の職員を対象に最大１号俸回復

平成２６年１月１日から、次のとおり改正した。
・ ５５歳を超える職員を対象に、標準の勤務成績では昇給停止とする制度改正

国家公務員の給与の臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与の見直し
に関連して、職員及び役員について次の措置を講ずることとした。

・ 実施期間：平成２４年５月～平成２６年３月
・ 俸給表関係の措置の内容：

基本給月額を一般職及び教育職2級以下は４．７７％減額、
一般職3級から6級、医療職2級、教育職３級及び4級は７．７７％減額、

一般職７級以上、教育職5級以上及び指定職は９．７７％減額
・ 諸手当関係の措置の内容：管理職手当、都市手当及び広域移動手当を１０％、

期末手当及び勤勉手当を９．７７％減額
・ 国と異なる措置の概要：実施時期が国（平成２４年４月～平成２６年３月）とは異なる
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２　職員給与の支給状況
　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

334 46.9 7,607 5,737 161 1,870
人 歳 千円 千円 千円 千円

120 43.3 5,867 4,470 173 1,397
人 歳 千円 千円 千円 千円

211 48.7 8,544 6,395 156 2,149
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

41 43.9 3,602 2,769 140 833
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 43.7 3,416 2,642 190 774
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 44.1 3,797 2,902 89 895

〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

247 38.6 5,103 5,103 123 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 39.6 7,462 7,462 168 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

180 37.7 4,849 4,849 108 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 45.2 4,479 4,479 179 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 38.5 4,673 4,673 144 0

任期付職員

特任教員

特任研究員

特任専門員

人員
総額

平成２５年度の年間給与額（平均）

平均年齢
平成２５年度の年間給与額（平均）

うち所定内人員 うち賞与

教育職種
（大学教員）

指定職種
（研究所長）

非常勤職員

区分
総額

常勤職員

事務・技術

事務・技術

特任研究員

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分については、該当者がいないため、表を省略した。
注３：常勤職員の医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）並びに非常勤職員の教育職種（大
     学教員）、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため、欄
     を省略した。
注４：「特任研究員」とは、競争的資金等により実施される研究の研究又は研究支援業務に従事する者を
     いう。
注５：「技能・労務職種」は、該当者がいないため、欄を省略した。
注６：常勤職員の教育職種（外国人教師等）及び指定職者（研究所長）について は、該当者が２人以下の
　　ため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外 は記載していない。

区分 平均年齢 うち所定内 うち賞与

特任技術専門員

注１：常勤職員、在外職員、再任用職員及び非常勤職員の区分については、該当者がいないため、表を
     省略した。
注２：事務・技術、教育職種（大学教員）、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については、
     該当者がいないため、欄を省略した。
注３：「特任教員」とは、競争的資金等による研究・教育に従事する者をいう。
注４：「特任研究員」とは、競争的資金等により実施される研究又は研究支援業務に従事する者をいう。
注５：「特任専門員」とは、高度の専門的な知識経験又は優れた見識を一定の期間活用して行うことが特
     に必要と認める業務に従事する者をいう。
注６：「特任技術専門員」とは、高度の技術専門的な知識経験又は優れた技術的見識を一定の期間活用
     して行うことが特に必要と認める業務に従事する者をいう。

教育職種
（外国人教師等）
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（事務・技術職員）
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

局長 1 ― ―
部長 5 54.1 9,254 9,222 9,497
課長 10 52.3 8,107 8,375 8,766
課長補佐 14 50.4 6,445 6,688 6,900
係長 48 44.6 5,314 5,692 6,030
主任 8 40.0 4,564 4,854 5,178
係員 34 34.7 3,638 4,018 4,389

人員 平均年齢 平均

注３：24～27歳の該当者は４人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与
額の第１・第３分位については表示していない。

注２：局長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び
年間給与の平均額は表示していない。

注４：20～23歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢
及び年間給与額の第１・第４分位及び平均額については表示していない。

　②　年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）〔在外職員、任期付職員及び
　　　 再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

分布状況を示すグループ

注１：「部長」には部長相当職である「次長」、「センター長」及び「副センター長」を、「課長」には課長相当職である
　「グループ長」、「ディレクター」及び「マネージャー」を、「課長補佐」には課長補佐相当職である「副課長」、「総括
　チームリーダー」、「サブマネージャー」及び「専門員」を、「係長」　には係長相当職である「チームリーダー」及び
「専門職員」をそれぞれ含む。

0
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40
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60

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数
平均給与額
第３四分位
第１四分位
国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
人千円
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（教育職員（大学教員））

四分位 四分位
第１分位 第３分位

人 歳 千円 千円 千円

教授 81 55.4 9,608 10,215 10,862
准教授 70 47.2 7,800 8,145 8,495
助教 60 41.6 5,772 6,208 6,498

平均年齢 平均

注　：28～31歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与
については表示していない。

分布状況を示すグループ 人員

0
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60
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人
千円
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（事務・技術職員）
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 係員 主任・ 係長・ 課長補佐・ 課長・
な職位 係員 主任 係長 課長補佐

人 人 人 人 人 人

120 6 26 54 15 5
（割合） （5.0%） （21.7%） （45.0%） （12.5%） （4.2%）

歳 歳 歳 歳 歳

28～23 59～28 52～32 59～44 57～40
千円 千円 千円 千円 千円

2,793～
2,545

3,720～
2,697

5,696～
3,271

5,368～
3,840

5,999～
4,968

千円 千円 千円 千円 千円

3,546～
3,271

4,816～
3,476

7,204～
4,379

7,221～
5,215

7,892～
6,698

区分 計 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級
標準的 課長 部長 局長・ 局長 局長
な職位 部長

人 人 人 人 人

8 3 2 1 該当者なし
（割合） （6.7%） （2.5%） （1.7%） （0.8%） （   %）

歳 歳 歳 歳 歳

56～51 58～52 ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

6,836～
6,155

7,025～
6,362 ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

9,023～
8,107

9,497～
8,472 ～ ～ ～

（教育職員（大学教員））
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 教務職員 助教・ 講師 准教授 教授 教授
な職位 助手

人 人 人 人 人 人 人

211 該当者なし 60 該当者なし 68 83 該当者なし
（割合） （   %） （28.4%） （   %） （32.2%） （39.3%） （   %）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ 57～30 ～ 64～34 64～38 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～

5,599～
3,982 ～

6,684～
5,386

9,189～
5,722 ～

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～

7,356～
5,279 ～

8,971～
7,215

12,669～
7,865 ～

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注：８級及び９級における該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

　③　 職級別在職状況等（平成２６年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））
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（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

60.4 63.6 62.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.6 36.4 37.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.2～32.7 41.8～30.9 44.7～31.7
％ ％ ％

63.9 66.5 65.2
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.1 33.5 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～32.0 41.6～29.2 39.1～31.0

（教育職員（大学教員））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

62.4 64.2 63.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.6 35.8 36.7

％ ％ ％

         最高～最低 51.3～33.1 47.9～30.7 49.5～31.9
％ ％ ％

64.5 67.3 66.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.5 32.7 34.0

％ ％ ％

         最高～最低 43.4～32.5 40.2～30.0 38.9～31.2

（事務・技術職員）
95.7

107.0

（教育職員（大学教員））
103.8

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

　④　 賞与（平成２５年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

　⑤　 職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・
　　　　技術職員／教育職員（大学教員））

　　においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

対国家公務員（行政職（一））
対他の国立大学法人等

対他の国立大学法人等

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ９２．０
参考 学歴勘案　　　　　　 ９４．０

地域・学歴勘案　　 ９０．８

教育職員（大学教員）と国家公務員との
給与水準（年額）の比較指標 102.9

注：　上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２５年度の
　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

対国家公務員　　９５．７
内容項目

指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

　給与水準の適切性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合82.5％（国からの財政
支出額23,598,912千円、支出予算の総額28,591,719千円：平成25年度予
算）】
【累積欠損額 0円（平成24年度決算）】
【管理職の割合 17.2％（常勤職員数331名中57名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 90％（常勤職員数331名中298名）】
【支出予算の総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　10.8％（支出総
額28,591,719千円、給与・報酬等支給総額3,099,086千円）】

【法人の検証結果】
給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、国民の理解
が得られるよう、国家公務員の例に準じて決定しているため、適正であると考
える。

【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

講ずる措置
今後とも、国家公務員の給与水準を十分考慮し、国民の理解が得られるよ
う、国家公務員の例に準じて、給与水準の適正の維持に努める。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成25年度）

当年度
（平成24年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

比較増△減区　　分
中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
3,099,086 3,201,587 △102,501 （△3.2） △102,501

296,814

795,347

（△3.2）

（△70.0）
退職手当支給額

128,834 428,800 △299,966 （△70.0） △299,966

743,575 51,772 （7.0） 51,772 （7.0）

非常勤役職員等給与
3,203,844 2,907,030 296,814 （10.2）

（△0.7）

注１：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職
     員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「１７ 役員
     及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。
注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計
     上している。

（△0.7） △53,881

（10.2）

福利厚生費

最広義人件費
7,227,111 7,280,992 △53,881

① 「給与、報酬等支給総額」及び「最広義人件費」についての対前年度比とその増減要因
「給与、報酬等支給総額」の対前年度比は３．２％減であるが、これは５５歳を超える職員

を対象に、標準の勤務成績では昇給停止とする制度改正を行ったことや、昨年度に引続き
国家公務員の給与の臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与の見直しに関連
して、給与減額支給措置（給与削減相当額△２６６，９４１千円）を行ったことなどによるもの
である。

また、「最広義人件費」の対前年度比は０．７％減であるが、これは寄附金その他競争的
資金等により雇用される非常勤職員数が昨年度に比べて増加し、非常勤役職員等給与が
対前年度比で１０．２％増加したものの、定年退職等の職員数が昨年度に比べて少なかっ
たことにより、退職手当支給額が対前年度比で７０％減となったことなどによるものである。

② 「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）
に基づき、平成２５年１月から以下の措置を講ずることとした。
・ 役員と職員について、官民の退職手当の支給水準の均衡を図るために退職手当法上設

けられている「調整率」を段階的に引き下げる。調整率の引き下げは、退職理由及び勤続
年数にかかわらず、全ての退職者に適用する。
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